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要約：本研究では、産学官連携を「異なる組織と組織のネットワーク」と捉え、そのプロセスにつ

いてネットワーク理論にもとづく社会科学的な観点からの構造化を試みた。その結果、産学官連携

は、 1O研究・技術シーズの価値判断（技術の目利き）、 2O産学マッチング（緩いネットワークでの対

話の場の設定）、 3Oプロジェクト形成（強固なネットワークの形成）、 4Oプロジェクト推進（内外環境

の予期せぬ揺らぎの制御）、 5O事業化達成後の事業活動（ビジネス展開）、という 5つのプロセスに
構造化することができることが分かった。そのトータルプロセスの中で、コーディネータは自らが

置かれた環境の諸条件に応じ、自らの能力を発揮して、目指すアウトプットに向けて価値と目的を

最大化する存在であることが示唆された。

1.はじめに

現代のような我が国での産学官連携関連の動き

が活発化したのは第 1期科学技術基本計画の策定が
契機とされる (科学技術振興機構, 2011)1)。歴史的に

は、まず 1995年 11月に「科学技術基本法」が制定
され、科学技術振興に関する国や地方公共団体の責

務が明確化された。同年 12月に策定された「地域
における科学技術活動の活性化に関する基本方針」

には、「地域の限られた科学技術資源を有効に活用

して研究開発を行うためには、その触媒役というべ

き優れたコーディネータの存在が不可欠である。」

「コーディネータの役割は優れた研究シーズと企業

ニーズの発掘・結合、優秀な人材の確保、適切な研

究チームの組織、資金の調達等多岐にわたり、これ

らの活動を通じて、地域の科学技術資源の有効活用

と研究開発の一層の活性化が期待される。」と記さ

れた。

翌 1996年 7月には第一期科学技術基本計画が閣
議決定された。ここで、地域の研究開発のための人

材育成や研究施設等の基盤整備、成果の普及や実用

化のための産学官の連携交流促進、そしてコーディ

ネータの育成と活用等が、講ずるべき施策として盛

り込まれた。

以来、産学官連携やコーディネータの役割等につ

いて、学会レベルでも様々な議論が展開されてきた。

たとえば 2003年に発足した産学連携学会は、「産学
連携に関心を有する全ての方々を対象とし、産学連

携に従事する際の力量の涵養、地域産学連携活動

の総合的支援に関する事業を遂行するとともに産

学連携業務の専門職化を促進」すること、および、

「これらの活動を通じて、産学連携学の確立及び産

学連携自体を発展させることにより、我が国の学術

や技術の発展を促進し、もって地域が特色ある活動

を活発に行う豊かで個性と活性に富んだ社会をつ

くりあげることに寄与すること」を目的としてい

る。毎年行われる全国大会においても、活発な研究

発表や議論が行われている。

また、他の学会でも類似する議論が行われてき

た。大会テーマだけでも列挙してみると、例えば次

のようなものがある。

〇地域活性学会第 5回研究大会（2013年度・高崎
経済大学）

大会テーマ「いま、あらためて問う：地域と大

学の連携」

〇研究技術・計画学会（2015年度より研究イノベー
ション学会）

第 27 回年次学術大会（2012 年度・一橋大学）
ホットイシュー D）
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「地域イノベーションの促進と産学官連携コー

ディネータの役割」

〇 日本マネジメント学会 第 72 回全国研究大会
（2015年度・香川大学）
統一論題「産学連携のマネジメント」

しかし、これまでの発表や論考を概観すると、その

多くは事例発表もしくは事例に基づく記述的推論

であり、理論に基づく因果的推論は極めて少ない。

産学官連携活動は、それぞれが組織間関係の中で

如何に活動し、適切な相互作用により学のシーズ、

産のニーズを基礎に事業創造を実現するかが問わ

れている。しかし、その連携活動について、学術的

なメカニズムの説明に始まり、その中でのコーディ

ネータの作用に至るまでの論理的な説明ないし研

究は十分に成されてこなかったのではないかと筆者

は考える。

そこで本研究では、産学官連携を「異なる組織と

組織のネットワーク」と捉え、その活動のありよう

について、ネットワーク理論にもとづき分析する。

具体的には、産学官連携プロジェクトはどのような

プロセスを経て形成されるのか、そして、コーディ

ネータの役割やあるべき姿はどのようなものであ

るべきか、といったことに焦点を当て、ネットワー

ク理論に基づくプロセスの構造化を行う。そして、

その中でのコーディネート活動に関わる人材像につ

いて考察する。

2.先行研究レビュー 1O産学官連携モデルと
コーディネータ

産学官連携とは、「異種異質なものの連携融合に

よる新しい知の生産の革新」である (湯本, 2014)2)。

また、産学連携によるイノベーションは、従来の「も

の」の経済から、「知」や「文化」、「芸術」など、歴

史と文化蓄積に立脚した、心を豊かにしてくれるも

のの価値をより高く評価する方向へ移り変わってい

る（同上）。このような産学官連携を生み出すコー

ディネータの役割と期待について、荒磯 (2012)は、
「事業化を目指す産学官連携活動では商品アイデア

を最初のステップとするイノベーションフローが現

実に近い。商品アイデアは社会のニーズと科学技術

の蓄積の双方から生まれる。そのために産官学が自

由に話し合える環境と、科学技術と事業の双方に熟

知したコーディネータが望まれる。」と述べている
3)。

イノベーションを創出するための研究開発モデル

として、クライン (1990)は、それまでのリニアモデ
ルに代わる連鎖モデルを提唱した 4)。このモデルは

事業機能と研究機能の双方向連携の重要性を指摘

しており、有効なイノベーション・モデルと理解さ

れている 5)。荒磯 (2012)は、このクラインのモデル
にスパイラル要素を加えた新たなイノベーション・

モデルを提唱した 6)。これによると、商品アイデア

は、社会のニーズと科学技術の蓄積の双方から生

まれる。そのために産官学が自由に話し合える環

境と科学技術と事業の双方に熟知したコーディネー

タが望まれる。より具体的には、研究開発、試作、

市場開発のフェーズを繰り返す（スパイラル）こと

で、真に市場が求める、売れる商品を生み出す。こ

のスパイラルアップを実現するのがコーディネータ

の役割であるという。

このようなコーディネータは、歴史的には地域科

学技術振興の一環として配置されてきた。1996年
10月、JST（当時は科学技術振興事業団）は、地域研
究開発促進拠点支援事業（RSP事業）を開始した。
これは、都道府県の財団等をコーディネート活動の

拠点として整備し、地域の科学技術活動の活発化を

図るものであり、全国で初めて「コーディネータ」

という職名を配置した。その活動は次のように規定

されている (科学技術振興機構, 2011)7)。

〇大学等の研究シーズや企業ニーズの調査および

情報の整理

〇 企業ニーズを踏まえた研究成果育成計画の作

成と育成試験の実施（1課題当たり 200万円／
年度）

〇技術移転関連の諸事業への橋渡し

〇他地域との交流、業務連携など

これらコーディネート活動の趣旨は、地域における

産学官の研究情報共有や人的交流を活発化するた

めの支援にある。加えてRSP事業のコーディネータ
には課題採択の権限（200万円／年）が与えられて
いた。当然ながら、コーディネータが採択した課題

に対しては、成果の創出という責任を伴った。ある

意味では、プロジェクト形成に対して成功の可否を

判断する洞察力（技術の目利き能力）が求められ、

プロジェクト運営管理の責任を有していたともい

える。

国の政策に基づくコーディネータの配置である

が、産学官連携の実践において、コーディネータに

は次のような役割が期待されていたことが示唆さ

れる。

• 技術の価値判断（技術の目利き）

• 産学マッチング機会の設定（対話の場）

• 連携プロジェクトの形成（関係構築）

• 連携プロジェクトの推進（運営管理）
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• 事業化支援（マーケティング、ビジネスサポー

ト）

全日本地域研究交流協会 (2007)は、JSTにおける地
域イノベーション創出総合支援事業や技術移転に係

わる目利き人材育成プログラム等に関与してきた

立場から、「コーディネータは、ゆりかごから墓場

まで責任を持って面倒を見るべきである」と述べて

いる。ここでいう「ゆりかごから墓場まで」とは、

次のことを指す 8)。

(1)シーズの発掘と検証に始まり、
(2)プロジェクトの提案、採択に繋ぎ、
(3)プロジェクト・マネジメントをリードし、
(4) プロジェクト成果を評価し、技術の関門を突
破し、

(5)マーケティングやシステム・インテグレーショ
ンにより製品の関門を超え、

(6)いろいろな事業化支援を通して、事業の関門を
突破する。

コーディネータの機能について、藤川・松井 (2010)
は、文部科学省の技術移転事例を含む 100の事例を
対象に、成功要因の実証的分析を行った 9)。そのう

えで、「コーディネート機能には、シーズとニーズ

のマッチング等の基本機能に加え、技術の育成、知

財価値の強化など付加価値向上機能が、より重要

である」と述べている。そして、「コーディネート

の基本機能と付加価値向上機能を強化していくこ

とにより、自らプロジェクトを組み上げ、利益を上

げられる事業にまで育てられるプロデューサー的な

コーディネータが重要になる」と記している。

吉田 (2019)は、中堅・中小企業の産学官連携によ
るオープンイノベーションの現状と課題を考察する

中で、イノベーションを支援する組織に期待される

役割や人的ネットワークの重要性を論じ、オープン

イノベーションとネットワークを考察する新たな枠

組みを提示した。視座は異なるが問題意識が近い先

行研究といえる。

これらの論はいずれも示唆に富み興味深い。その

一方で、それぞれの局面で、たとえば産（企業家）

と学（研究者）そしてコーディネータ、さらには彼

らを取り巻く外部環境も含めた関係者の間でどの

ようなやりとりが行われるのかは明らかでない。そ

こで本研究では、産学官連携プロジェクトは、どの

ようなプロセスを経て形成されるのか、といったこ

とに焦点を当て、ネットワーク理論に基づくプロセ

スの構造化を試みるものである。

3.先行研究レビュー 2Oネットワーク理論

産学官連携を、異なる組織のネットワークである

と捉えたとき、その活動の在り方についてはネット

ワーク理論が応用できるものと考える。ここでは次

の 2つの研究を参照する。
グラノヴェター (M.S.Granovetter, 1973)は、社会的
ネットワークの概念として「弱い紐帯の強さ＝ “the
strength of week ties”」を提唱した 11)。これは、緊密

な社会的繋がりを持つ人より、弱い社会的繋がりを

持つ人の方が、自分にとって新規性のある情報をも

たらす可能性が高いとする理論である。より具体

的に、「あなたと近くなく、関係も深くはない知人

は、あなたと異なる環境の中で、異なる価値観を持

ち、異なるコネをもっていやすい。もしも腹を割っ

て話してみたら実はあなたと意見があわない人か

もしれないが、そこまで深入りせずに連絡が保たれ

ていれば、あなたとは違う視点から新鮮な情報を運

んでくれる」と述べている。「強い結びつき」より

も「弱い結びつき」のほうが、情報伝達が効率的で

あり、幅広く多様な知識を効率的に入手できる可能

性が高いという。これを現代社会に当てはめると、

たとえばソーシャルメディアを通じて、あまり頻繁

ではないが繋がりを継続している状態が、新たな

価値を創造するうえで有効であると考える。また、

ソーシャルメディアの場合は、自分が直接的に知ら

ない「知人の知人」などにも繋がるため、思わぬ情

報を入手できるかもしれない。さらに、価値観が異

なる人々とも繋がるため、いざというときに有用な

情報を入手できる可能性が高い、ということであろ

う。このことは産学官連携ネットワークでも同様で

あり、幅広い人的ネットワークの有効性を示唆して

いる。

バート (R.S.Burt, 2001) は、強く緊密な繋がりを
持つ閉鎖的なネットワークに対して、弱く緩やか

な繋がりを持つ開放的なネットワークの利点に着目

し、ネットワークにおける「構造的隙間＝ “Structural
holes”」の概念を提唱した 12)。「構造的隙間」とは、

簡潔な理解としては、ふたつのネットワークの間を

つなぐ仲介的なポジションのことであり、この存在

によって、相互のネットワークの開放性が得られる、

とするものである。そして、構造的隙間に位置する

「仲介者は状況を制御する力が大きいので、フォー

マルな官僚制機関が提供するような画一的な問題

解決策ではなくて、その人の意見を聞きながらニー

ズにあわせた問題解決策を特別にあつらえてあげ

ることができる」とする。つまり、構想的隙間に立
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つ者は、相互のネットワークを仲介し、新たな結び

つきを企画あるいは制御できる機会を有する。さら

にバートは、「構造的隙間を仲介することは新たな

付加価値をもたらすが、構造的隙間のなかに埋蔵

されている価値を実現するためには閉鎖性が決定

的に重要な役割を果たす」と述べている。このこと

は、新たな価値を発掘あるいは創造するためには、

構造的隙間を有する緩いネットワークの中から、閉

鎖的で強固なネットワークを形成することの重要性

を示唆している。

4.ネットワーク理論に基づく産学官連携プ
ロセスの構造化

前述したレビュー等を踏まえ、産学官連携コー

ディネート活動を次図 1 のように俯瞰する。ここ
で、産学官連携コーディネート活動の範囲は、研究

シーズ・企業ニーズの発掘から、事業化目標の達成

（新商品・新サービス、起業）までと定義する。大ま

かには、産学官連携活動は、研究・技術シーズ（学

術成果）の創出、事業化に向けた研究開発の実施、

そして事業化の達成（ビジネス活動への進展）の

各段階がある。このなかで、研究者と企業家そして

コーディネータが連携、協力しながら、活動が展開

されていく。その活動を、コーディネータが果たす

べき機能の観点から考えると、次の 5 つのプロセ
スに構造化することができる。すなわち、 1O研究・

技術シーズの価値判断（技術の目利きと翻訳）、 2O

産学マッチング（緩いネットワークでの対話の場）、
3Oプロジェクト形成（緩いネットワークから強固な

ネットワークの形成）、 4Oプロジェクト推進（環境

変化への対応と利害調整）、 5O事業化達成後の事業

活動（ビジネス展開）、である。

産学官連携プロセスの出発点は、学術成果による

研究・技術シーズの目利きである。換言すると技術

の価値判断を行う段階である。研究シーズの将来的

な用途等について、産業や社会からのニーズを把握

し、（推論的な意味も含めた）技術の価値判断が行

われ、産学マッチングの機会が創出される。

産学官連携とは、異種異質なものの連携融合であ

るが、産学マッチング機会が創出される直前の状態

は、産・学・官がそれぞれの思惑を持って渦巻く混

沌の状態であるともいえる。これは、ネットワーク

理論でいう「緩いネットワーク」に相当する。この

「緩いネットワーク」における「構造的隙間」を繋

ぐのがコーディネータの役割である。そして、抽象

的な場としてのコミュニティすなわち「緩いネット

ワーク」から、具体的な場であるプロジェクトすな

産学官連携コーディネート活動の俯瞰

研究シーズ
（学術成果）

実用化
（研究開発）

事業化
（ビジネス）

技術の価値判断

↓

産学マッチング

↓

プロジェクト形成

↓

プロジェクト推進

↓

事業活動

コーディネータ

研究者

企業家

知識経験直観
情報収集人脈形成

対話の場の設定
価値と目標の共有

組織づくり
目標設定
役割分担

進捗管理
状況把握
関係調整

マーケティング
ビジネスセンス

事業化の段階 各者の役割 産学官連携プロセス 求められる能力等

先行研究調査、産学官連携コーディネート活動の俯瞰分析等から著者まとめ

構

想

力

図 1.産学官連携コーディネート活動の俯瞰
（作成：著者）

わち「強固なネットワーク」を形成するのが、産学

官連携コーディネート活動であるといえる。

「強固なネットワーク」すなわち個別的・具体的

な産学官連携プロジェクトは、参加者が限られてい

るという点で「狭いネットワーク」であり、プロジェ

クト遂行上、外部に漏らしてはいけない秘密情報や

ノウハウなどをやり取りするという点で「閉鎖的な

ネットワーク」と解釈することができる。

この際、「強固で狭い閉鎖的なネットワーク」で

あるプロジェクトと、「緩くて幅広く開放的なネッ

トワーク」である外部環境との間での関係の変化が

生じる可能性がある。と同時に、プロジェクト内部

の組織関係の変化が生じる可能性もある。このよう

なプロジェクト内外の環境変化を、「ゆらぎ」と定

義する。たとえば、プロジェクトの外部環境におけ

る「ゆらぎ」として、予期せぬ介入者や妨害者、競

合者、協力者、傍観者などの出現が挙げられる。ま

た、プロジェクト内部の「ゆらぎ」としては、プロ

ジェクト進行に伴う目的や目標に対する思惑や解釈

のズレの顕在化、あるいはズレの拡大や、研究開発

の進捗状況に伴う関係性の悪化などが挙げられる。

これら環境変化への対応と利害調整の段階が、「ゆ

らぎの制御」である。すなわち、プロジェクト外部

からの介入、妨害、協力、競合など様々な「ゆらぎ」

に対応し、関係者との利害関係を調整することで、

これら環境からの変化にプロジェクトを適応させて

いく段階である。また、プロジェクト内部において

は、プロジェクトの目標や戦略の再設定を含めた見

定めを行い、プロジェクトを構成する者（産・学・

官）の役割分担を、適宜、再確認・再設定する段階

である。
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産学官連携プロセスの構造化

研究・技術シーズの価値判断：シーズの目利き
産業ニーズ、社会ニーズの把握
↓
産学マッチング
緩いネットワーク（産・学・官の混沌／異分野交流）での対話の場
↓
プロジェクトの形成
緩いネットワークから強固なネットワーク（個別的・具体的）の形成
↓
プロジェクトの推進
ゆらぎの制御：環境変化への対応と利害調整
↓
事業化達成後の事業活動
成果の認知と信頼関係に裏付けられた、真に強固なネットワーク

図 2.産学官連携プロセスの構造化（作成：著者）

緩いネットワークから強固なネットワークへ
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図 3.緩いネットワークから強固なネットワーク
の形成（作成：著者）

「ゆらぎの制御」を乗り越え、プロジェクトの成

果が創出され、それが認知されることにより、プロ

ジェクト内外の信頼関係の強化につながり、「真に

強固なネットワーク」が形成される。それは、原料

調達から価値提供までの一連のビジネスモデルと

しての「バリューチェーン化（＝真の事業化）」と

表現しても良い。真に強固なネットワークが形成さ

れれば、当初に形成されたプロジェクト（強固で狭

い閉鎖的なネットワーク）」より関係者が多くなっ

ても問題が起こりにくくなる。このような観点から

は、「より広い秩序を形成した」ともいえる。

以上で述べたことを踏まえ、産学官連携プロセス

は次の図 2～図 4のようにまとめることができる。

5.考察：産学官連携プロセスにおけるバリ
ューチェーン

真の事業化＝バリューチェーンの確立
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競合傍観
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・

協力 ・

☆

図 4.真の事業化＝バリューチェーンの確立
（作成：著者）

上記の産学官連携プロセスに対して、コーディ

ネータが果たすべき機能や求められる能力につい

て、バリューチェーン構築の観点も含め、考察す

る。「バリューチェーン」とは、マイケル・ポーター

（M.E.Porter）が著書「競争優位の戦略」の中で提唱
した概念であり、価値連鎖と邦訳される 13)。バリュー

チェーンは、事業を顧客にとっての価値を創造する

活動という切り口から分解し、それぞれの活動と特

徴を把握したうえで、それらの活動の連鎖を再構築

するためのフレームワークである。ビジネスモデル

全体が価値とコストを付加・蓄積する一連の連鎖活

動によって付加価値を最大化し、最終的に顧客への

価値を創造、提供するという考え方である。

産学官連携活動は、産・学・官という異種異質な

組織の連携と融合による、新たな価値を創造するた

めの一連の取り組みである。言い換えると、研究・

技術シーズを起点とした、市場への顧客価値の創造

に向けた活動である。つまり、技術価値を、顧客価

値あるいは事業価値に変換もしくは付加するため

の活動である。したがって、産学官連携のプロセス

は、研究・技術シーズを社会・市場に投入していく

ためのバリューチェーンの構築に向けた活動である

ともいえる。

まず、研究・技術シーズの価値判断の段階におい

て、コーディネータは、産業や社会の動向などを把

握したうえで、将来的な用途を想定し、技術の価値

判断をおこなう機能を果たす。そのためには研究・

技術についての体系的な知識が求められる。また、

この段階で、事業化を想定した検討も必要となる

ことから、事業経営についての知識も求められる。

もちろん、情報の収集や分析、発信能力も必要であ
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る。コーディネータの持つ知識や経験、情報や人脈

に支えられた直観力も必要となろう。そして、研究

シーズが「ものになる」かどうかの判断には、研究

者の想い（研究シーズを事業化したい／してほし

い）、あるいは企業家の想い（新たな事業のために

研究シーズを活用したい）にも影響されるが、コー

ディネート活動を次の段階に進めるためには、「こ

れはいける！」という価値判断も重要であり、その意

味ではコーディネータの戦略的選択が求められる。

コーディネータは、シーズとニーズを見定め、知り

うる限りの環境要素（地域事情、当該研究分野の動

向、当該事業分野の動向、外部との関係も含めた研

究者情報や企業情報、等）に基づき、最適な組み合

わせを判断していく。このようなコーディネータの

戦略的判断により、マッチング機会が創出される。

そのような産学マッチング機会の創出のため、

コーディネータは、「緩いネットワーク」である産

学官連携ネットワーク／産学官民コミュニティに対

して、自らが持つ情報を投げ込む。この際、その情

報を「だれに投げ込むか」「どのように投げ込むか」

が重要である。まず、「だれに投げ込むか」につい

ては、大別すると、 1O緩いネットワークに幅広く投

げ込む方法と、 2O信頼できるコーディネータ間、つ

まりある程度範囲を絞り込んでの情報を疎通させ

る方法がある。前者は、たとえば産学官民コミュニ

ティでの集まりでのプレゼンテーション、大学見本

市や新技術説明会など産学官が集う行事等での研究

紹介などがある。後者は、コーディネータが有する

「密なる人的ネットワーク」を介した、口コミ的な

展開である。ここでの「密なる人的ネットワーク」

とは、緩いネットワークの構造的隙間を埋める人間

関係と解釈できる。次に、「どのように投げ込むか」

であるが、産学マッチングをより効果的・効率的な

ものとするために情報を加工することである。そ

れが、「生きた情報や知恵」である。いずれにせよ、

ここでは研究者と企業家を如何に「繋ぐか」が重要

である。コーディネータは、解決しなければならな

い共通問題に対する認識の共有と合意の獲得のた

め、対話の場を設定する。ここにおいて、文字通り

コーディネート機能を果たす。

コーディネータは、プロジェクトの形成のために、

緩いネットワークとしての産・学・官の混沌状態か

ら、必要な資源（ヒト、モノ、カネ、等）を集め、強

固なネットワークとしての個別具体的なプロジェク

トという部分的な秩序を生み出す機能を果たす。そ

のために、必要な経営資源いわばパーツを、それ

が「なぜ必要なのか」ということも見極め、見出だ

し、集め、マッチングする能力が求められる。それ

は、「見たてる」能力ともいえる。コーディネータ

は、研究シーズを基点として、繋がりを見たてる。

さらには、産・学・官という各パーツの意識を見た

てる。

ここにおいてコーディネータは、「プロデューサー

（Producer）＝新たな価値をもたらす者」もしくは
「コネクター（Connector）＝仲介者（第三者）とし
て利益をもたらす者」とも解釈できよう。コーディ

ネータとの関連でいえば、「人と人との間に入って、

互いのニーズを満たす仲介者」あるいは「人と人の

間に入って新たな価値を創造する者」と表現しても

良いだろう。そこで問題となるのは、「如何にそれ

を実践するか？」ということである。具体的には、
1O必要とするパーツをどこから集めるか？（密なる

人的ネットワークを如何に活用するか）、 2O必要と

するパーツをどのように集めるか？（相手のニーズ

に応える生きた情報や知恵を如何に提供するか）、

が問題となる。ここで、コーディネータの「構想力」

が問われることになるが、いずれにせよ、コーディ

ネータは各パーツを集める役割を果たす。

そしてコーディネータは、「緩いネットワーク（プ

ロジェクト外部）」と「強固なネットワーク（プロ

ジェクト内部）」の境界に立ち、「ゆらぎの制御」を

おこなう。それは産学官連携プロジェクトという組

織の競争適合に向けた行為であり、競争戦略論で

いう「組織の環境化」と「環境の組織化」である。

コーディネータは、プロジェクト内外の意識変革も

含めたイノベーティブな思考で事業化を推進するマ

ネジメント機能を果たす。

「ゆらぎの制御」を乗り越え、事業化を達成した

後の事業活動つまりビジネスの主体的な役割を果

たすのは企業家である。コーディネータは、事業活

動段階においては企業家に対して時機に応じた支援

を提供する存在となるだろう。この段階でコーディ

ネータに求められる役割として、たとえば、企業家

に寄り添いながら経営戦略や事業計画を一緒に作

る、「伴走型支援」などが挙げられる。

このように産学官連携プロセスは、研究から事

業化へのバリューチェーンの構築であると表現でき

る。コーディネータとは、そのトータルプロセスの

中で、自らが置かれた環境の諸条件に応じ、自ら

の能力を発揮して、目指すアウトプットに向けて価

値と目的を最大化する存在である。「目指すアウト

プット」とは、「研究シーズと企業ニーズとのマッ

チによる新たな価値の創出」である。コーディネー

タが介在することにより、これまで繋がらなかった
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ものが繋がる。そして、新たな価値を生み出すため

の一連の活動の流れが創り出される。産と学との

ギャップを埋め、その関係を繋ぎ、研究・開発・マー

ケティング・事業というダイナミックな価値の連鎖

を生み出すのが、コーディネータの役割である。

産学官連携活動は、研究・技術シーズをもとに

した、新たな価値を社会・市場に投入するための、

トータルプロセスとしてのバリューチェーン構築で

あると表現できる。そのバリューチェーン構築に向

けたネットワークづくりを担うのがコーディネータ

である。

6.産学官連携プロセスの構造化に関するま
とめ

産学官連携コーディネート活動は、「研究・技術

シーズの価値判断（技術の目利きと翻訳）」「産学

マッチング（緩いネットワークでの対話の場）」「プ

ロジェクトの形成（緩いネットワークから強固なネッ

トワークの形成）」「プロジェクトの推進（環境変

化への対応と利害調整）」「事業化達成後の事業活

動」といった 5つのプロセスに構造化できることが
分かった。産学官連携を生み出す場とは、産・学・

官がそれぞれの思惑を持って渦巻く混沌の状態であ

る。これはネットワーク理論にもとづく「緩いネッ

トワーク」に相当する。具体的には、産学官連携

ネットワークや産学官民連携コミュニティなどと呼

ばれる異分野の人的ネットワークである。この「緩

いネットワーク」における「構造的隙間」を繋ぐの

がコーディネータの役割である。そして、抽象的な

場としてのコミュニティすなわち「緩いネットワー

ク」から、具体的な場であるプロジェクトすなわち

「強固なネットワーク」を生み出すのが、産学官連

携コーディネート活動である。

7.おわりに

産学官連携活動は、産・学・官という異種異質な

組織の連携と融合による、新たな価値を創造する

ための一連の取り組みである。これは、研究・技術

シーズを起点とした、市場への顧客価値の創造に向

けた活動といえる。したがって、産学官連携のプロ

セスは、研究・技術シーズを社会・市場に投入して

いくためのバリューチェーンの構築に向けた活動で

あるともいえる。コーディネータとは、そのトータ

ルプロセスの中で、自らが置かれた環境の諸条件に

応じ、自らの能力を発揮して、目指すアウトプット

に向けて価値と目的を最大化する存在である。産と

学とのギャップを埋め、その関係を繋ぎ、研究・開

発・マーケティング・事業というダイナミックな価

値の連鎖を生み出すのが、コーディネータの役割で

あることが示唆された。
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Abstract: In this study, the industry-academia-government collaboration is identified as a network between different orga-
nizations, and structurizes the industry-academia-government collaboration process from a social-scientific point of view
based on the network theory. As a result, the findings show that industry-academia-government collaboration is structured
by the following five processes: (1) Value judgement of the research/technology seeds (the eye of the connoisseur), (2)
Industry-Academia matching (the setting of the discussion location in a loose network), (3) Project formation (the forma-
tion of a strong network), (4) Project promotion (the management of unexpected fluctuation from both the internal and
external environment), and (5) Achievement of industrialization and operation (the business expands). It has also been
established that the coordinator is someone who can appropriately cope with the various environmental situations that
arise, and who can maximize the value and output by demonstrating his/her own abilities.
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